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 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 121 and 13 of
the regulation concerning the contract

for Japan Fisheries Research and Educa‑

tion Agency,

 A, B and C have Grade A or B or C

Sales in terms of the qualification for

participating in tenders by Japan Fish‑

eries Research and Education Agency or

Single qualification for every ministry

and agency in the fiscal years 2019, 2020

and 2021.

 Time limit for tender :

Ａ 14 : 00, 23 October 2020

Ｂ 14 : 30, 23 October 2020

Ｃ 14 : 00, 13 November 2020

 Contact point for the notice : Eijiro Shi‑

nagawa, Research Support Subsection, Ma‑

rine Fisheries Research and Development

Center, Japan Fisheries Research and Edu‑

cation Agency, Queens Tower B 15F 2
33, Minatomirai, Nishi‑ku, Yokohama
city, Kanagawa, 2206115 Japan. TEL
0452272728

２ 競争参加資格
 審査基準日（下記３に示す競争参加資格確
認申請書等の提出期間の最終日をいう。以下
同じ。）において、東日本高速道路株式会社の
契約規程実施細則第６条の規定に該当しない
者であること。
 開札時に東日本高速道路株式会社の平成
31・32年度調査等競争参加資格を有し、かつ、
業務区分「施設設備設計」に認定されている
者であること。
 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者、または民事再生法に基づ
き再生手続開始の申立てがなされている者
（上記の再認定を受けた者を除く。）でない
こと。
 審査基準日から入札・開札を経て落札者決
定の日までの期間（期首及び期末の日を含む）
において、東日本高速道路株式会社競争参加
資格停止等事務処理要領（平成18年８月７日
東高契第269号）に基づき、「地域３」におい
て競争参加資格停止を受けていないこと。
 平成22年度以降に元請として完成及び引渡
しが完了した業務において、次に示す同種業
務の実績を有すること。ただし、同種業務の
実績を同一の業務において有する必要はな
い。
ａ）高速自動車国道又は高速自動車国道以外
の自動車専用道路におけるトンネル非常用
設備の設計
ｂ）高速自動車国道又は高速自動車国道以外
の自動車専用道路におけるトンネル換気設
備の設計

３ 入札手続等
 担当部署 東日本高速道路株式会社 関東
支社 技術部 調達契約課 市原 登
〒3300854 埼玉県さいたま市大宮区桜木
町１1120 電話0486310020
 契約図書の交付期間、場所及び方法
 交付期間 令和２年９月29日（火）から
令和２年10月13日（火）16時まで
 交付場所 上記に同じ
 交付方法 当社ホームページに掲載する
 確認申請書等の提出期間、場所及び方法
 提出期間 令和２年９月30日（水）から
令和２年10月13日（火）16時まで
 提出場所 上記に同じ
 提出方法 電子入札システム
 入札書の提出期限、場所、方法及び開札日
時
 入札書の提出
 提出期限 令和２年12月２日（水）

16時
 提出場所 上記に同じ
 提出方法 電子入札システム
 開札日時 令和２年12月４日（金）

午前10時00分
 落札者の決定方式 総合評価落札方式入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和２年９月 29 日

東日本高速道路株式会社 関東支社
支社長 良峰 透

◎調達機関番号 417 ◎所在地番号 11
１ 業務概要
 品目分類番号 42
 業務名 横浜環状南線 釜利谷ＪＣＴ～戸
塚ＩＣ間機械設備詳細設計
 業務場所
横浜環状南線
自）神奈川県横浜市金沢区
至）神奈川県横浜市戸塚区
横浜湘南道路
自）神奈川県横浜市栄区
至）神奈川県藤沢市

 管理技術者及び照査技術者は平成22年度以
降に元請として完成及び引渡しが完了した業
務において、次に示す同種業務の実績を有す
ること。

高速自動車国道又は高速自動車国道以外の
自動車専用道路におけるトンネル非常用設備
又はトンネル換気設備の設計
 次に掲げるいずれかの資格を満たす管理技
術者及び照査技術者を、本件業務に配置でき
る者であること。なお、外国資格を有する技
術者（わが国及びＷＴＯ政府調達協定締約国
その他建設市場が開放的であると認められる
国等の企業に所属する技術者に限る）につい
ては、あらかじめ下記に示す資格相当の国土
交通大臣認定（以下「大臣認定」という。）を
受けている必要がある。また、当該業者が競
争参加資格の認定を受けるためには、審査基
準日までに大臣認定を受け、認定書の写しを
提出しなければならない。
 技術士〔機械部門（「流体工学」、「交通・
物流機械及び建設機械」若しくは「加工・
ファクトリーオートメーション及び産業機
械」）、上下水道部門（「上水道及び工業用水
道」）、若しくは衛生工学部門（「廃棄物管理」
若しくは「空気調和」）〕の資格を有し、技
術士法による登録を行っている者またはこ
れと同等の能力と経験を有する技術者
 技術士［総合技術監理部門（上記の部
門に該当する選択科目）］の資格を有し、技
術士法による登録を行っている者。
 ＲＣＣＭ〔「上水道及び工業用水道部門」、
「下水道部門」、「トンネル部門」若しくは
「機械部門」〕の資格を有し、ＲＣＣＭ資
格制度による登録を行っている者またはＲ
ＣＣＭと同等の能力を有する者

 審査基準日において、管理技術者の手持ち
業務量が契約金額500万円以上の業務の合計
額が４億円未満かつ件数が10件未満である
者。なお、手持ち業務に複数年度にわたる契
約業務（※）がある場合の手持ち金額につい
ては、「手持ち業務毎に、履行期間の総月数を
分母とし、審査基準日が属する年度に係る履
行月数を分子として算出した割合を手持ち業
務毎の契約金額に乗じて得た額」の合計額を
手持ち業務の金額として評価する。また、「低
入札価格調査対象業務」がある場合は、業務
の合計額が２億円未満かつ件数が５件未満で
ある者。
※業務の履行期間が審査基準日が属する年度
を含む複数年度に及ぶ業務

 当該業務に係る施工（調査等）管理業務の
請負人または当該請負人と資本若しくは人事
面において関連がある者でないこと。
 当該業務の入札に参加しようとする者の間
に資本関係、人的関係がないこと。

５ Summary

 Official in charge of the contract of the

procuring entity : Yoshimine Toru, Director

General of Kanto Regional Head Office,

East Nippon Expressway Co., Ltd.

 業務内容 本設計は、横浜環状南線 釜利
谷ＪＣＴ～戸塚ＩＣ間および横浜湘南道路
栄ＩＣ・ＪＣＴ～藤沢ＩＣ間の新規供用に伴
う機械設備の詳細設計を行うものである。
 概算数量
トンネル非常用設備設計 トンネル 13本
トンネル換気設備設計 トンネル ６本
４換気所

 履行期間 契約保証取得の日の翌日から
900日間

４ その他
 契約の手続においては日本語及び日本国通
貨を使用する。
 入札保証 不要 契約保証 必要
 支払条件
 前金払 有
 部分払 無
 手続における交渉の有無 無
 契約書作成の要否 要
 関連情報を入手するための照会窓口は、上
記３に同じ。
 詳細はホームページに掲載する入札公告
（説明書）による。
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